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This　stUdy 　aims 　to　provide　the　fUndermetal　infromation　oft ∋mproary 　heusing　cousnterr 　leasures 　aficr　the　Tokyo
Metropolitan　Ea曲 quake．　In　this　study ，　a　calculation 　step　fbr　grasp　distribuほon 　characteristic 　of 　vacancy 　on 　rental

housing　which 　can 　be　used 　after　the　earthquake 　was 　deve夏oped ，　The 　results　are　as　fbllows；1）approximately 　70

血 ousand 　vac 跏 cies 　of 　r   血 l　housings 丗 e   ged，　and 　approXirnately 　1　million 　vacancies 　are 　rernained 　afLer 　the

Tokyo　Metropolitan　Eambquake．2｝From　comparison 　ofremained 　vacancies 　with 　households　who 　loso　their　houses，
  ny 　victims 　in　central 　area 　wUl 　move 　to　outskirts 　ofTokyo ．

Kay　Mertis’tokyo　metrePOlj 加 θα7 吻 呶 他，∫eゆ orary 　hOUS加9，　Vσ6α厚（ツ qr アθ觚 al　housing

1 ．は じめ に

　想 定 され る 首都 直 下地 震 で は，約 30万 か ら85万 棟 程度

の 建物全 壊棟数 の 発生 が 見込 まれ て い る
1）．建 物棟数 と

世 帯数の 関係 よ り概算す る と，約 50万〜150万世 帯 の 住宅

喪失 世帯 が 発 生す る こ と とな る．阪 神 ・淡 路 大 震 災 時 に

応 急住 宅 対 策の 中心 を担 っ た仮 設 住 宅 は，半年 間 で 12万

戸 の 供 給 が 限 界 と され て お り
2）

， ま た，建 設 用 地 不足 の

問 題 もあ り，首 都 直下 地震 時 に は 大 幅 な 対策 量 不 足 とな

る こ とが危 惧 され る．膨 大 な住宅 喪失 世帯が発生 し た際

の 応急 住宅 対策 と して ，既存ス トッ ク の 活用の 有効性が

指摘 され て い る
3）．阪神 ・淡路大 震 災 か ら 1年後 以 降 の 応

急居 住 先 と して は，賃 貸 住 宅 が 最 大 で あ り
4＞，ま た，利

用 数は少 ない が，阪神 ・淡 路 大震 災や 新潟県中越 地震 等

で は 民 間賃貸住宅 を借上 げ て 応急 住宅 と し て 活用 し て い

る 事 例 も あ る．首都 圏 で の 既 存ス ト ッ ク に よ る 応 急住 宅

対 策で は ，多数存在す る賃貸住 宅 空家の 活 用が 重 要 な課

題 と考 え られ，首都 圏 に賃貸 住 宅 空家 が どの 程 度 分布 し

て い るの か，そ れ らの うち地 震 後 に どの 程 度が 被害を受

けず に 利用 可 能 な の か に っ い て 把握 して お く こ とが 重要

とな る．そ こ で ，本研究で は，住宅 ・土 地 統計調 査 と地

震被害想定結果 と 組 み合 わ せ る こ と で，首 都直 下 地 震 時

に利 用 可能 な賃 貸空家住 宅分 布 の 把 握 を試 み る．併せ て，
地震 被 害想 定結 果 か ら住 宅 喪失 世 帯 分布 を推計 し，賃貸

空家 と被災世帯 の 比 較を行 うこ とで ，首都直下地 震後の

応急居住の 状 況 を 事前検討す る．

2 ．首都直下 地震被害想定の概要

　平成 17年 7月，内 閣府 中央 防災 会議 に設 置 され た首 都

直下 地震対 策専門調 査 会に よ り首 都直下 地 震の 被害想 定

結 果 が 報 告 され た
1｝．被害 が 最 大 とな るの は，東 京 湾北

部地震（M7 ．3，冬 18時，風速 15m／s）で，死者数約 1万 1千
人，建 物全 壊 ・全 焼棟 数 約 85 万棟，経 済被害約 112 兆 円

と，大規模 な被害が予 測 され た．図 1 に東京湾 北 部地 震

の 震 度分布 を 示す．東 京 都東 部 を 巾心 に 震度 6 強の 強い

揺 れ が予測 されて い る．
　 東 京湾 北 部 地 震 で は ，建 物倒 壊 及 び 火 災延 焼 に よ る 建

物被害が 膨大 となるが，図 2 に 示 す よ うに，発 災する 時

刻，風 速等 の 気象 条件に よ り被害規 模 は 大 き く異 な る．

報告書
1｝
で は ，　 「…　　風速 15m！s の 際に 発生が 予 想 さ

れ る 地 震 災 害への 対 応 も視 野 に入 れ っ っ ，…　　 風 速

3m ！s の 条件下 で 発 生 が 予 想 され る 地震 被害への 対 処 を 早

急 に対 応す るべ き課 題 と捉 え …　　 」 と，風 速条件 へ の

考 え方 が示 され て い る．

36，

s6．

3ほ

5義

　　　
　 　 　 　 　 　 ras　む　　　　　　 lSdj．．　　　　　　 1．tほゆ　　　　　　 14a5

図1 東京湾北部直下の プレート境界地震 （田．3）に よ る震度分布
D
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そ こ で ，本研究 で は ，東京湾北部 地 震 （M7 ．3，風 速

3m 〆s） の 被 害想 定結果 の うち，被 害最 大 とな る冬 の 18時

の 時 期 条件 を利 用 して，賃貸住宅 空 家被害の 算定 を行 う

こ と とす る．

季節 時刻 風 速 20万 　 4G万 60万 80万

　（棟）

100 万

冬 5時 3m 給 …
I　　　　　　II

　　　　　　　II　　　　　　　I

秋 8時 3m 佑 簿 ｝ …
I　　　　　　II

．　　　　　　 II

　　　　　　I

夏 12時 3mls 笏　i …
I　　　　　　　II

　 　　　　　 II
　 　　　　　 II　　　　　　　I

冬 18時 3m ／s 霧 i290000I
　　　　　　　II

　　　　　　　I

哩　　　　 　　 1

冬 5時 15m ’s
21 　　　　　　　11

　　　　　　　11　　　　　　　1

秋 8時 15m’s …
1I

　　　　　　　II

　　　　　　　II

　　　　　　II

　　　　　　　I

夏 ↑2時 15m ’s

I　　　　 　　 II

　　　　　　　 II　　　　　　　I

冬 18時 15m ，ST

’
i广 650000

　　 　 　 Z 揺れ 　國 液状化　圜 急傾斜地 崩壊　国 火災

図2 東京湾北部地震の想定時間 ・風 速別建物被害想淀 結 果

3 ，地震後に利 用可能 な賃貸住 宅空 家と住宅喪失

　　世帯 の 分布お よ び特性 の 把握方法

　中央防災会議 の 報告書
1）
で は，死 者数 ・建物被害，避

難者，帰宅困 難者，交 通寸 断，廃 棄 物 の 想定 は あ る が，
応 急居 住期の 支援可 能量や 対策需要 は 扱われ て い な い ．
応 急居 住 期 の 被 害想 定 や事 前 対策 検 討 にお い て ，対 策量

確 保 の 視 点 か ら，賃 貸住宅 空家の 扱 い は 重要 で あ る が，
これ ま で 十 分 な検 討 や既 往研 究 は 見 られ ない ．

　 そ こ で ， 本 研 究 で は，賃 貸住宅 空 家に関す る 社 会 統計

で あ る住宅 ・土 地統 計 調 査 と，中央防災 会議 の 首 都 直 下

地 震 の 被害 想 定 結果 を利 用 して，応 急 居 住期 に利 用 可能

な賃貸住宅空 家お よび 住宅喪失世帯 の 分布お よ び 特性 を

マ ク ロ 的に や や 簡便 に把 握 す る 方法 を図 3 の 示 す よ うに

構 築 した．

　通 常，地震被害想定 は，メ ッ シュ単位で 行 われ る が，
住 宅 ・上地統 計 調 査 に お け る 空 家数 は，市区 町村 単位 で

あ る，空 家デ
ー

タを メ ッ シ ュ単位 で 整 備す る の は 困難な

の で ，本研 究で は，推 計 を，市 区町村 単位 で 行 うこ と と

した．
　 まず，地震 の 揺 れ に よ る被害 を算定 す る．は じめ に，
平成 15年住宅 ・上 地統計調査 の 「市 区 町 村 ご との 空 家

数 」 に，後述 す る 「市 区町 村 ご との 構 造 ・築年 代 比 率 」

を乗 じ る こ とで，　 「市区町 村
・建物 構造 ・

築年代 ご との

賃 貸 住宅 空家 数 」 を求 め る．っ ぎ に，内 閣府
1｝の 東 京湾

北部地 震 M7 ．3 の 震度分 布図 か ら，　 「市区 町 村ご と の 想

定震 度 」 を 与 え る，震 度 が 複数 予測 され て い る 市区町村

は，最大 面積 を 占め る 予 測震度 を与 え る．以 上 の デー
タ

セ ッ トに，東 京 都 の 被 害 想 定
5） よ り 「震 度 と建 物 の 構

造 ・築年代 ご との 被 害比 率 」 を与 え，揺 れ に よ る 全壊 数

を算定す る．半壊 の 物 件 は地震 後 補修 して 利 用 可能 と し

て，全壊 数 を揺 れ に よる 被害 数 とす る，
　火災 お よ び 急傾斜地崩壊に よ る建物被害 にっ い て は，
まず，住宅 ・上地 統計調査 の 「都県 ご との 賃貸住宅 空 家

数」 と 「都県 ご との 住宅総数」 の 比 率を，内閣府
1｝
の 想

定被害数に 与 え る こ とで ，都県ご との 賃貸空 家被害数 を

割 り出す ．そ こ に ，都 県 自治 体の 地 震 被害 想定
S｝S）

で ，
要 因別 被害数の 都県に お け る 集計 値 を分母 と して，市 区

町村 ご との 被害棟 数 を分子 と し た 比 率 「市 区町 村 ご と の

火 災 ・が け崩れ に よる 被害比 率 」 をか けあわ せ，市 区 町

村 ご と の 被害 数 を 算定 す る．利用 した 都 県 被害 想定は ，
表 1に示 す通 りで あ る．
　液状化 に よ る 建 物被害の 算定 に つ い て は ，内 閣府

9〕
の

東 京 湾北部地 震 M7 ．3 の 液 状 化 に よ る全壊 棟数の 分布 図

を利用 し，日視で 被害が あ る 市区 町村 を抽出 し，市 区町

村 ご とに被害数を分 配 す る比 率を 与え る こ とで ，求 め る

こ と と し た．メ ッ シ ュ数を 日視で 読み 取る こ とは 困難 で

【賃貸住宅空 家に関する算定手）E】

　 　 　 　 　 　 　 　 ［揺れ1

　　　　　畷 驪 鑞 … 罐

驫欝
…

　 【火災
・が け崩れ・液 状化 1

都 県ごとの 火災
・
がけ崩れ

・
液 状 i

砦贈
齪 嫐 躙 府被 i

市区町村・建物構造・築
年代 ごとの賃 貸空家数

慝欝ii
…蠶 趨

一 一

i都

鬣 躑 窒黎 鯛

都県ごとの火災
・がけ崩

れ
・
液 状化による賃 貸空

家 の 被害数

都 県内 で の 市 区 町 村ごとの 火

灘 麟 靆 瀦
害比

市 区町村 ごとの揺 れに

　 よ る被害数

i飄 鬻 i
黷餓蔚

住

…

市 区町村ごとの火災 ・が け崩

れ・液状 化 に よ る 被害 数

市 区町村ごとの 賃貸空 家被 害数
幃 家 数 一被書数 1

【住 宅喪失世帯に関する算定手 順】

　 都県ごとの全壊全焼裸数 i
　 　〔内閣府被害想定〕　 」

　　　⊥
都県内 で の 市区町村ごとの 全壊・
全焼比串（都県被害想定を利 用）

市区町村ごとの被害空家物件の特性
　 　 　 ⊂部屋数

・
家 賃 〕

1
’

覗齢 農炉
襁 …

「 の 勘 黴

…野
被 s 想

市区町 村 ご との

賃貸空 家残存数

市区町村ごとの 住宅特性比率 i

i 〔住宅・土地銃計を利用〕

市 区町村ごとの 全壊
・
全　　 　市 区町村ごとの世 帯数

　 　 焼棟数　　　　　　　　／ 建物棟数

　 　 分布比 較
十
一一一一一一一一一一一一一一レ

｛空家全 体
一
被害物 件 〕 残存す る賃貸空

家物件 の特性

市区 町村ごとの 住宅裏
　 矢世帯数

昌懸糶蒙惣i鑞灘皆
率

　 　 特性比較　一一冖一．一而冖1旧r−一レ4 ．

市区町村ごとの空家物件の 特性
　 　 （部屋数

・
家賃 ）

市区 町村 ご との住 宅喪

　 失世帯の特 性

朋 圜
尸

鞨
’

晃

図 3　地 震後に残存 する賃貸 住 宅空家と住 宅喪失 世帯の 分布お よび特性の把握方法
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あ っ た の で，被害 が あ る市 区町 村 と被害が 無 い 市 区 町村

に 分別 し，都県 単位 の 液状化 に よ る 被害数 を，被害が あ

る市区 町村 へ 等 分 す る こ とで 概 算 した．概 算 され た 各市

区町村 の 液状化に よる被害数は，30前後 と小 さく，算定

結果 に大 き な影 響 を与 えな い もの と考 え られ る．
　東京都以 外 で は，東京湾北 部 地震 が 想定 され て お らず，
市 区町 村 ご と の 被 害 比率 にお い て 他 の 類似 の 直下 地 震 を

利用 せ ざる得なか っ た，東京湾北 部地 震 に よ る建物 被害

の 大 半 は東 京 都 に 集 中 して お り，上記 の 方 法 で 簡 略的 に

に 処理 する こ とで ，マ ク n な被害分布 を把握 で き る もの

と考 えた．なお，茨城県 に っ い て は ，揺れ ・急 傾斜地崩

壊 ・火 災に よ る被害棟数は 0 お よ び 10 と微小 なの で 計 算

は 省 略 し，液 状化 に よ る被 害の み 算定 した．

表 1 利 用 した 地震被害想 定
1）・S）’S｝

実施機 関　中央防災 会議 　 東京 都　　神奈 川 県　　埼 玉 県　　 干 葉 県

名称
東亰湾北部

　 地震 地震

東亰湾北部 神奈川 県東

　　　　 　　部地震

東京 一埼玉

県境下地震
県西 部地震

震 源 東京 湾 北 部 東 京湾 北 部 横 浜市
東京

一
埼玉

県 境下

東京
一
干葉

県 境下

想定マ グニ

チュ
ード

M7．3M7 ，3M7M7 ，2M7 ．2

風 速 3m／s3m ／s3m ／s8m ／s5 〜15m／s

季節 冬 冬 冬 冬 冬

時 間 18時 1B時 18時 18時 17− 18時

報告年度 平 成17年 平 成18年 平成 11年 平 成9年 平成8年

　以 上 の 手順 で 求 ま る 要 因 別 の 被害数 の 総 和 を と り，
「市区町 村ご との 賃貸住 宅空家 の 被害数 」 を算 出す る．

住 宅 ・土 地統 計 の 賃 貸 住 宅空家数 か ら被害数を 除く こ と

で，　 「市区町村 ご との 賃貸空家残 存数」 を算定す る．

　最 後 に，市 区 町 村 ご との 賃貸 空 家被害数 に 対 し て，空

家デ
ー

タベ ー
ス にお け る市区町村 ご との 住 宅 特性 比 率 を

乗 じる こ とで ，被 害 空 家物 件 の 特 性 （部 屋 数 ・
家賃 等 ）

を把握する ．地震 の 揺れ に よ り被害を受 け る物件 につ い

て は ， 構 造 ・
築 年 代 ご とに算 定 し て い る の で ，市区町

村 ・建 物 構 造 ・
築年 代 ご との 住宅 特 性 比率 を乗 じる こ と

で ，空 家物 件の 特性 を よ り細か く把 握す る．住 宅 ・土 地

統 計調 査 で 把 握 で き る 特性 ご との 空 家物 件 数 か ら，算 定

し た特性 ご との 被害物件数を除 くこ とで ， 「残存す る賃

貸物件の 特性」 を把握す る．

　住宅 喪失世帯は ，  ま ず，内閣府被害想定の 都県ご と

の 全 壊 全 焼 棟数 を，都 県 被 害想 定 を利 用 して ，市 区 町村

ご との 全 壊全 焼棟数へと配 分 し，  次に ，市区町 村ご と

の 国勢調 査 の 世 帯 数 と都 県被害 想 定の 建物 棟 数 よ り，世

帯 数 と建 物 棟 数 の 比率 を求 め，  最後に ，  と  を掛 け

合 わせ る こ と で ，市区町 村 ご との 全壊 全 焼世 帯 数 を 算 出

す る．既 往研 究
1D）

に よ る と，阪神 ・淡 路大 震 災時 には，
全 壊 全 焼世 帯 数 と，震 災 後 に 住宅 が異な る 人 の 数は ，概

ね一
致 して お り，本研 究で は，全壊全焼世帯 を住 宅 喪失

世 帯 と定義 して 分析 を行 うこ と とする．
　住宅喪失世帯の 特性 は，市区町 村 ごとの 住宅 喪失世 帯

数 に，国勢 調査 の 市 区町 村 ご との 世帯 人数 分布 の 比 率や，
住宅 ・土地 統計調 査 の 市区町村 ご と の 世 帯年 収 分 布 の 比

率 等 を乗 じる こ とで ，特 性 分布 を把握 す る．こ こ で は ，
市 区 町 村単位で 演算 し た も の を 都 県 単位 で 集計 して ，被

害 が大 きい 市 区町 村 の 特性 が反 映 させ る こ とで，マ ク ロ

な住宅喪 失世 帯 の 特性 を 把握する に 留 め る．

　なお，分 析対 象 と して，東京 都，神奈川 県，埼 玉 県，

千 葉 県 に加 え て，茨城 県
一

部 〔1〕 を扱 うこ と と した．こ れ

は，つ くばエ ク ス プ レ ス の 開通 に よ り都心 への ア ク セ ス

が改 良 され た こ とで ，首都 直 下地 震 時の 応急住 宅 先 とし て

位置 づ け られ る と判断 した ため で あ る．

4 ．首都圏の賃貸住宅空家データの 収集

（1）住 宅 ・土 地統計調 査 の 集 計値

　平成 15年度 の住宅 ・上地 統計調査 にっ い て，図 4 に 首

都 圏 全 域 の 空 家状 況 を，表 2 に 都 県 毎 の 集 計値 を 示す．
　 首都 圏全域 で約 1500万 戸 の 住宅 が あ り，そ の うち約 ll

％に 相 当す る 約 165 万 戸 が空 家で あ る．空家 の 内訳 は，賃

貸用 の 住宅 が 107万 戸 と多くを 占め，震災時の
一時 的な住

ま い へ の 利用 が 可 能な も の で ，本研 究の 対 象 とす る もの

で あ る．そ の 他 の 空 家は，賃貸住 宅 市場 には 出 回 らず，
残 存 して い る 空 家 を指 す が，震 災 時 の 利 用 可 能性 は 不 明

瞭 で あ り，本研究で は扱わ ない ．2次的住宅，売却用の 住

宅 の 空 家に っ い て も．応 急 住宅 と して の 利 用 は想 定 し難

く，本研 究 では扱 わな い ．
　表 2に 見 る よ うに ，賃貸用 の 住宅 の 空 家107万 戸 の 内訳

は，東京都に 最も多 く，約46万戸 ある．神奈川 県に 約25

万 戸，埼 玉 県 と 千 葉 県 にそ れ ぞれ 約 17万戸，茨城 県
一

部

で 約 3万 戸 あ る．

2次的 住宅

売却用 の 空家

図 4 首都圏 全域で の 空家デ
ー

タ

　 　 　 　 　 （平成 15 年 住 宅 ・土地統 計 調査 ）

表 2　住 宅 ・土 地 統計調 査 の 集計値

空家
住宅
総数

総 数
二 次的
住宅

賃貸用の

　住 宅

亮却用の

　住 宅

その 他の

　住 宅

東京都 6．170．030663 ．59022 ．380459 ．29042 ．270139 、650

神 奈 川県 3．721．530387 ．94030 ．800248 、04024 ．13084 ，940

埼玉 県 2．757、090265 ，17010 ，190166 」7017 ，98070 、810

千葉県 2．404，670298 ，34025 ，990173 ，26017 、08081 ．930

茨 城 県〔
一

部 296、23038 ，6801 ．88D26 β201 、1409 ．340

合計　　 15，349、5501 ．653、720　91．240　 1．073ρ80　102．600　386、670

（2）住 宅 ・土 地統計 調 査の ミク ロ データお よび非 収 録結

　　果表

　賃貸住宅空 家の 地震被害を想定す る に は，市区町 村ご

とに，構 造や 建 築 年代 な どの 空 家 の 特 性 を把握 す る必 要

があ る．し か し な が ら，住宅 ・上 地 統計調査 集計結果表

に は，賃 貸住 宅 空 家 の 特 性 に 関す る集 計表 は掲載 され て

い な い ．
　 そ こ で ，一

橋 大 学 お よ び 総務 省 統 計 局 に よ り試 行 的 提

供 され て い る学 術研 究 の た め の 政 府 統 計 ミ ク ロ データ

（以 下 ミ ク ロ デー
タ ），お よび ，平成 15年 住 宅 ・土 地 統
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計調査 の 非収録結果表 を利用 し，そ の 特性把握 を試み た．
ミ ク ロ データは，全 データの 約 1 割 が無 作 為抽 出 され た

もの で，地域 は都道府県 47 区分で あ る とい う制約 が あ り，
市 区町 村単位で の 空家特性 を把握する の に は 用 い る こ と

が で きない ．非収録結果 表は，全 デ
ー

タ を対象 と した も

の で ，市 区 町村単位 で 賃貸住宅 全 体に っ い て の 特性把握

が 可能 で あ る が ，空 家 に つ い て の 集 計結 果 は な い ．こ こ

で は，そ れ らを併 せ て 見 る こ とで ，賃貸住宅空 家の 特性

把握を 試 み る，

　図 5 は，住宅 ・上地 統 計調 査 の 収 録結 果表，ミ ク ロ デ
ー

タ，非収録結果表に よ り，建 物構造 と建 築年 代 を 都県

別 に集 計 した もの で あ る，収 録 結 果 表 は全 住宅 を，ミ ク

ロ デー
タ は 賃貸住宅 の 空 家 を，非 収録 結果 表 は 賃 貸 住 宅

全 体 を対 象 と して い る ．全住宅 に 比 べ ，賃貸住宅 空 家は

比 較的新 し い もの が 多い 傾向 が 分 か る．ミク ロ データ と

非 収録 結 果 表 を比 較 す る と，非 木 造 の 住宅 の 建 築年 代 に

若干 の 差異が ある もの の，木 造住 宅 の 建築 年代 は ほぼ同

じ で あ り，賃貸 住 宅 全体 と，賃 貸 住 宅空 家 の 建 築 構 造 ・

築年代の 傾向は 近 似 し て い る．そ こ で ，本研 究で は，住

宅 ・上 地 統 計調 査 の 非収 録 結果 表 にあ る市 区 町村 ご との

民 営借 家の 特性 比 率 を，賃貸住宅 空 家の 特性把握 に 用い

る こ と と した ．

5 ．首都圏賃貸住宅空家の地震被害算定

（1）賃貸 住 宅空 家の 地震 被害 算 定結 果

　表 4 に ，都道府県単位で 集計 した被害想定結果 を示 す．
賃 貸 住宅 の 空家 残 存率 は，全 体 で 94％ とな り，首都 圏 に

あ る 約 107 万 戸 の 空家の 内，約 7 万 戸 に 被害が及 ぶ が，
約 101 万 戸 は活 用可 能 で あ ると算 定 され た ，都 県別 に 見

る と，東京都 の 被害が大 き く，約 5 万 戸 （都内 の 空 家数

の 約 10％ に 相 当） が 被害 を 受 け る と算定され た ．神 奈川

県，埼 玉 県，千葉県で は，3％程 度 の 被害が算定 され た．

表 4 首都 圏賃貸住 宅空 家の 被 害算 定結果

都道府県 鸛 華 難 驫
被害数
総 計

空家

残 存数

空家
残 存率

東京都 154151324714306084806141122990 鴨

神奈川 県 21426477293801731824072297 覧

埼玉 県 5743t352621351316265798 篇

干葉県 18ア1541694720730116595996 咒

茨城県（
一
部） 0124o012426196100 幅

合 計　　　 20GO2 　　 3049 　　 1517　　 41750　　 66318 　 1006752 　　 94 ％

　 集計結果表　　　　　 ミクロデ
ー

タ　　　　　 非収録結 果表

　 　 【全住宅】　　　　　【賃貸住宅空家】　　　　 【賃貸住 宅】
ON　 25M　 50腎　 T5暢　 100％ α瓢　 25W 　 50曳　 75ti　 leOX　儡 　　15×　 50弘　 ？5留　 100n

木造　　■昭 和 35年以前 田昭和 36年一55 年 ロ 昭和 5fi年 以 降

非木造 　 ● 昭和 45年以前 回 昭和 46年〜55 年 ロ 昭和56年 以 降

図5　全住 宅，賃 貸 住 宅空 家，賃貸住 宅全体の 特性分 布

（3）被 害想 定に用 い る賃貸住宅空 家データの 生成

　表 3 に，住宅 ・上 地統計調査 の 非収 録結果表 よ り得 た

市 区町村 ご と の 賃 貸 住 宅 の 建 物構 造 ・築 年代 比 率 を用 い

て 生 成 し た市 区 町 村 ご と の 賃貸住宅 空 家の 特性分布 を 都

県単位で 集計 し た もの を示 す．約 107 万 戸 の 賃貸 住 宅空

家は，木 造が 約 37 万 戸 に 対 し，非 木 造 が約 69 万 戸 と算

定され た．建 築年代は ，昭禾1
「
156 年以 降に建設 され た もの

が 大 半 を 占める．

表3　賃貸空 家の 構造 ・
築年代の 集計値

木造 非木造

空家数
昭和 35　昭和 36　昭和 56
年以 前　

一55年　年 以 降
昭和 45　 昭和 46　 昭和56

年以 前　
〜55年 　年以 降

東 京都 459，29011 ，76041 、54878 ρ5215 、42746 ，786268 、192

神奈川 県 248．D405 、99829 ．61461 ，45フ 4．00212 ．657123 、543

埼 玉県 166．1703 ρ8520 、15040 ρ851 、4307 ρ4692 ．463

千葉県 1732603 ．oo418 ．20548 ．2542 ρ539 β75B3 、595

茨城県（
一部） 25、3203452 ．3266 ．4639673615 ．655

合計　　 1、073，08D　 24．191　 111，B43　 234、322　 23．017　 了6，90D　 588、454

（2）残存 す る賃貸空 家 物件 の 特 性

　 図 6 に 示す よ うに，東京都 区部 と千葉県 西部の
一

部で

は ，賃 貸 住 宅 空家の 残 存数 が 多 い ．八王 子 市や 相 模 原市，
っ くば市，神奈川 南部な ど郊外 部に も，それ ぞれ 1万 戸

以 上 の 空 家 が確 認 され る．首 都圏全域 で，多数 の 賃 貸住

宅空 家が 分布 して い る こ とが 分 か る．

轡

oo
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図 6　残 存する賃貸空家 の 地 理 的分布

　次 に，残 存す る 賃貸空 空 家物 件の 特 性 と して ，　 「家

賃 」 と 「部屋 数 」 の 分 布 を，図 3 に示 す 方 法で ，市区町

村 ご とに算 定 した．い ず れ の 算 定 も，住宅 ・上 地 統計 調

査 非収 録 結果 表 を 利 用 し た．図 7 に，東 京湾北部地 震後

に利 用可能 な賃貸 物 件 の 家 賃 と部 屋数 の 傾 向を示 す．
　家賃は，い ずれ の 都県 で も 6 万 円未 満 と安価な物件 が

多 く残 存す る と算定 され た．東 京 都 で 比 較的高額 の 物 件

が 多 く，他 県 で は 少 な い 傾 向が見 られ た．

　部屋数は ，東京都 内で 1 部屋 も し くは 2 部屋 の 狭 い 物

件 が 半数 以 上 と多 く，隣接 県で 4 部 屋以 上 と比 較的に 部

屋 数 が多い 物件が 多い 傾向とな っ た．都県 に よ り に 差は

あ る が，総 じて
， 部 屋 数 は少 な い 物 件 が 多 く，家賃は 安

い 物件が 多 く残 存す る傾 向 と な っ た ．災害後 の 応急住宅
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を 「本 格 的 な住 宅 再建 に 備 えて な るべ く家賃 が安 い も の

で ，狭 くて も
一

時的な もの と し て 我 慢 す る 」 もの と捉 え ．
る と，こ の 賃 貸 空家 の 物 件 特性 は，応 急住宅 と し て 十 分

活 用可 能なもの と判断 で き る．

東京都

神奈川 県

埼玉 県

午 葉県

茨城県

0瓢　　　25W　　 507e　　 75箔　　100％　　0％　　　25％　　50％　　 75咒　　10鋤

鼠囁…騰

…

漏 i辮 i

懸
・lr隻『急琵

i蕁1…靉
囁
i蓁、一一一．．一一一一一．一一一．一一一．一一

囗 4万円 未満
ロ 4万円 以上 6万 円未満
E6 万円 以上 8万 円未 満
図 8万円 以上 10 万円未 満
■ 10万 円 以 上 IS万 円 未満
圀 15万 円以 上

ロ 1室　 　　 圄 2室

面 3室　 　　　■ 4室

匿 5室以上

図 7　残存す る賃貸空 家の 特性（左 ：家賃，右 ：部屋 数）

6 ．首都直下地震に よる住宅喪失世帯分布 の 推計

（1）住 宅喪 失 世帯 数 の 算 定

　3 章 に記 した方 法 で ，内閣府被害想 定 の 都県 ご との 全

壊 全 焼 棟数 と，平 成 17年 国 勢調 査 の 市区町村 ご との 世 帯

数 をべ 一ス に ， 住宅 喪失世帯 を算定 した．利用 した 被害

想 定は ，空 家被害算定 と 同 様に 「東 京 湾北部地 震 （M7 ，3）
冬 18時風速 3ml で あ る．
　 市 区 町 村ご と に 算出 され た 住宅 喪失世 帯数を，都道 府

県 単位 で 集 計 した もの を表 5 と し た．住 宅 喪失 世帯 数 は ，
東京都 で 約 70万 世 帯，千葉県で 約 14 万世 帯，神 奈川 県

で 約 ll 万 世帯，埼 玉 県 で 約 8 万 世 帯 とな り，総 計 で 約

104 万 世帯 と算定 され た．住宅喪失世 帯が 全世帯 に 占め

る害1亅合 を見 る と，東 京都 で は 13％，千葉 県 で は 7％ と大

き な 被害が 算定 され た．一
方，神奈川 県，埼玉 県 で は

3％ と相 対 的 に は 小 さい 値 と な っ た ．

表 5　住 宅 喪失世 帯数の 算定結 果の 集 計値

都道府県 東京都
神奈川
　県

埼玉 県 干葉 県
茨城 県
（
一部｝

合計

住宅喪失世帯数 700 ．217112 ．602BOj44140 、9412 、4711 ．036 β75

住 宅喪失世帯発生比率 13％ 3％ 3％ 7覧 隅 8％

（2）想定住宅喪失世帯の 特性

　図 8 に，発 生 が 想 定 され る住 宅 喪失 世帯 の 地理 的 分布

を示す．東京 23区 で は，千 代田区，中央区，港 区等 の

都 心 部 を 除い た 大 半 の 区で ，2 万 を超 え る住 宅 喪失世 帯

が 発 生す る．さ らに ， 千 葉県 の 松 戸 市 や船 橋 市，習志 野

市 な ど都心 に 近 い 市 で も，2 万 を 超 え る 大 量 の 住 宅 喪失

世 帯 が発 生 す る．周 辺 市 区 町村 で も，住 宅喪 失 世 帯 が 1
万 を超 え る 地 区 が 散 見 され る．都 区 部の み な らず，隣接

す る，市川 市，川 口 市等 で も，1 万 世 帯 を超 え る住 宅 喪

失世帯の 発生が 見 込 まれ る．さ らに，1000世帯以 上 の 住

宅 喪失世帯 が 発 生 する市区 町村 とす る と，か な り広 域 と

な る．しか し，図 6 で 示 した よ うに，利用可 能な賃貸住

宅 空 家は ，首 都 圏 全 域 に 分 布 して お り，それ に比 べ る と

分 布 形 状 は小 さ く，都心 部か ら郊外部への 転居 行動 が 想

定さ れ る．

図 8　住宅喪失 世帯の 地理 的 分布

　次 に，図 3 に 示す 方 法 で，住 宅 喪失 世 帯 の 特性 の 概 略

を探 っ た，応急居住期の 賃貸住宅への 入 居 との 関連 を考

察 す るた め に，世 帯 の 経 済 的条件 を示 す 「世 帯 年 収 」 と，
部屋 数 と関係す る 「世帯人数」 ，お よび 「借家率」 と

「借 家 層 の 家 賃 」 を扱 っ た．世 帯年 収 ， 借 家率，借 家層

の 家賃の 特性把握で は，平成 15年住宅 ・上地 統 計調査 を，
世 帯 人数 の 特性 把握 で は，平 成 17 年 国 勢調査 を利 用 し た．

　図 9 に ，住宅 喪失世帯の 年収 と世帯人 数の 内訳 を示 す．
世 帯 年収 は，300 万円未 満が 4 分 の 1，300〜500 万 円が 4

分 の 1 とい う構 成 とな っ た．こ れ らの 世帯 の 中に は，応

急居 住期に 自力で住ま い を確保す るの が 困難 と なる 世帯

が 多 く含 まれ る と考 え られ る ．世 帯人 数 は，都 県 問 で 差

異が大き く，東京都で は，単身世帯が 50％近 くを 占め る

とい う結 果 とな っ た．神 奈川 県 ・埼 玉 県 ・千 葉 県で は，

東京都

神奈 川県

埼 玉 県

千葉 県

茨城 県

0％　　25％　　50％　　75％　 100％　　O％　　 25％　　50％　　75％　　100X

ロ 300 万 円未満　　ロ 300・−500 万円　　 □ 1人　　　 凹 2人

園 500−700万 円　　圜 700〜1．000万 円　　閣 3人　　　 囲 4人

M1 ．000〜1．500万 円 ■ 1，500万 円 以上 　　 ■ 5人 以上

図 9　住 宅喪失世 帯の特性 1（左 ： 年 収，右 ： 世 帯人数）

東京都

神奈川 県

埼玉 県

千 葉 県

茨城県

0％　　25％　　50％　　75％　100％　0％　　25％　　50％　　75％　100％

　　　　　　　□持家 　 呂軈 鑑羅 蹣

　　　　　　　賭 家 　 覊 靆1黜 。騰
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　■ 借家 家賃10万円以上15万円菊茜
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　圏借家家覧15万円以上

図 10　住宅喪失世帯の 特性 2（E ：借家率，右 ：借家の家賃｝
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単身世 帯 は 25〜30％程 度 とな り，複数世 帯 の 占め る割合

が増加 す る．
　図 10 に，住 宅 喪失 世 帯 の 借家 率 と借 家層 の 家 賃 に っ い

て の 算定結果 を示 す。東京都で は借家世 帯 が 50％程 度を

占めた．他 県で は 借 家世 帯 は 30〜40％程度で，持家世帯

の 方が 多か っ た，借家世 帯 の 家賃 は，い ず れ の 都 県 で も

6 万 円未満 と安 価 な 物件 に 居 住 す る世 帯 が 多 い ．東 京都

で 比 較的高額の 物件 に 居 住する世 帯が 多 く，他県 で は少

な い 傾 向が 見 られ た．

7 ．想定住宅喪失世帯と残存賃貸物件の 比較

　図 ll に．残 存賃貸空 家 と住宅 喪失 世 帯 の 差分 を示 す．
マ イナ ス とな る 市 区町村 で は，賃 貸 住 宅空 家が不 足 す る

こ と を 示 し，プ ラ ス と な る 市区町 村で は ，地 震後 に利 用

可 能な 賃貸住 宅空 家が余 剰 す る こ とを示 す．
　都 区部

一
部 と千葉県

一
部で は ，1 万戸 以 上 賃貸住宅が

不 足す る と算定 され た．さ らに周 辺 の 市区町 村 で も賃貸

住宅 空家 が住宅喪失世帯 に 不足 す る 箇所が幾つ か 見 られ

た ．想 定 され る首都 直 下地 震 で は，都 心 部 を中 心 に，賃

貸住宅 空家が大 き く不足 す る事態 が想 定 され る．
　
一

方，郊 外 部 の
一

部 （八 モ 子 市 ，相 模 原 市．っ く ば

市 ）で は 1 万 戸 以上 賃貸住宅 が余剰す る と算定 され た．
図 11 を見 る と，そ れ以 外 に も 1千 戸以 上 賃貸住宅 が 余 剰

す る市区町村 が多 く存在す る こ とが分か る．
次 に，残 存 す る賃貸 空家 の 物件 特 性 （家賃 ・部 屋数 ） と

住宅 喪失 世帯の 特性 （年収
・
世帯人 数

・
借家率

・
借家世

帯 の 家賃） を比 較す る．残 存 賃貸 空 家物件 の 家 賃 は，図

7 に示す よ うに，6 万 冂未 満 と比 較 的安 価 な物 件 が半 数以

上 を占め，年収 500 万 円未満が半 数を 占め る住宅喪失世

帯 が 仮 住 ま い す る先 として は 妥 当 な物 件 と考 え られ る ，
た だ，都県 レベ ル で 眺 め る と，収入 に つ い て は差異が 見

られ な い の に対 し，残 存空 家 物件 の 家 賃 は東 京 が 他 県 と

比べ て 高い 傾向が あ る な ど，そ の 傾向は 必 ず し も対応す

る もの で は ない ，借家世 帯の 家賃を 見 る と，残 存空 家物

件 の 家賃 と同様の 傾 向 にあ るが，半数以上 を 占めて い る

持 家世 帯 の 存在が あ り，残 存 す る 賃貸 空 家 と住 宅 喪失 世

帯 の マ ッ チ ン グに っ い て は 明確 な判 断は で きない ．
　残存賃貸空 家物件の 部屋数は，図 7 に 示す よ うに 1 部

屋や 2 部屋 な ど狭 い もの が，半数 近 くを 占め，4 部 屋 以

上 あ る広 い もの は 少 ない ．そ れ に 対 して ，住宅喪失世帯

数

は，図 9 に示す よ うに，単身や 2 人 の 少人 数世 帯 が 半数

以上 を 占め，4 ・5 入 以上 の 多人 数世帯は 少 数で あ り，残

存 空家物 件 の 部 屋 数 と対 応 し て い る．都 県 レ ベ ル で 見 て

も，単身世 帯 が 多い 東 京都 で は，部屋 数が 少 ない 物件 が

多い 傾 向が あ り，部屋数 と世帯 人 数 に は，あ る 程 度 の 対

応 関係 が 見 られ る．
　 仮 設 住 宅や 公 営 住 宅 空家 な どの 他 の 応 急 居 住方 策 の 対

策 量 に は限 りが あ る こ とか ら，都心 部で 大量 に 発 生 する

住 宅喪 失 世 帯 の うち，資金 的 に ゆ と りの あ る世帯 は都心

部 の 家賃が 高い 物件に 残留 し，資金 的に ゆ と り の ない 世

帯が郊 外 部 へ 移住 して い き，賃貸住宅 へ 仮 住ま い の た め

に 都 心部か ら郊外部 へ の 大 規模 な居住推移が 起 こ り うる

こ とが 想定 され る．

81 ま と め

　本研 究で は，首都直下地震後の 応急住宅対 策に お ける

既 存 ス トッ ク活 用 方 策 の 検討 の た めの 基 礎 的検 討 と して ，
地 震後 に利用可能な賃貸住宅空 家分布の 推計を行 っ た．
　 まず，首都 圏 の 民 間賃 貸住 宅 空家 107 万 戸 にっ い て ，
平成 15年度住宅 ・上地 統計調査 よ り特性把握を行 い，想

定 され る M7 ．3 東京 湾 北部地 震 〔冬 18 時 風速 3m ）で ，約 7

万 戸 に 被害が発 生 し，約 100 万 戸の 賃貸住宅空 家が残 存

す る，と算定 した．

　 そ れ か ら，残存す る 空 家と住宅喪失世帯を比 べ ，  都

心 部 で 賃貸住宅 が 不 足 し 郊外 部 で 賃 貸住 宅が 余剰 す る傾

向が あ る こ と，  比 較的安価 な家賃の 賃貸空 家物件が 多

く残 存 す る こ と，  比 較 的狭 い 賃貸 物 件 が多 く残 存す る

が，住宅喪 失 世 帯 も少 人 数 世 帯 が多 い こ と，を把 握 し た．
立 地 条件を 除く と，賃貸空家 と住宅喪失世帯の 特性 はあ

る 程度 対応 して い る こ とが分 か っ た．

　 以 上 よ り，首都直下地震時に は ，残存する賃貸住宅 空

家 が応 急 住宅 と して 十 分 に機能 す る 可能性 が示 された．

　本研究で は，残存す る 賃貸住宅空 家 と住宅 喪失世帯の

地 理 的 分布 の 特性 か ら，応 急居 住期 に大 規模 な都心部か

ら郊外部への 移住が起 こ り うる こ とを指摘 した．しか し，
住 宅 喪失 世 帯の 応 急住 宅 選択 行 動 を把 握 で き な い と，ど

の よ うな 状況 とな る の か ，正 確 に は 予 測 で き ない ．今 後，
行 政支援の 設 定 も含め て 住宅喪失世 帯 の 応急住宅 選択行

動 をモ デル 化 し，賃貸 住 宅 空 家や 仮設 住 宅 建設 用 地 等の

供給デー
タ と併せ ，居住推移シ ミュレ ー

シ ョ ン を実施 す

る予 定 で ある．
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補注

（1）っ くば市．っ くばみ らい 市．取手市，守谷市，常総市，利根町，
　 　龍 ヶ崎 市，牛 久 市．阿 見 町，上浦 市，下 妻 市，八 千 代 町，坂 東

　 　市，境町，古河市．五 霞町をさす．
図 11 賃貸 空家 物件 残存数と住 宅喪 失世 帯の 差
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